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お知らせ

「高額療養・高額介護合算制度」とは？
　
　医療と介護の両方のサービスを利用している世帯の負担を軽減
する制度です。
　みなさんが、病院や介護保険のサービスを利用した時の自己負
担額は、それぞれの保険制度に基づき月額で限度額が設けられて
います。限度額を超えた分は、申請して認められると、後から払
い戻されます（高額療養費と高額介護サービス費）。
　さらに、世帯の８月から翌年７月までの１年間の医療保険と介
護保険の自己負担額（高額療養費と高額介護サービス費は差し引
きます）を合計して限度額を超えた場合、その超えた額が各保険
者で配分され、払い戻されます。

医療保険の自己負担額
月額で限度額が設けられています

「高額療養費」

「高額療養・高額介護合算療養費」
それぞれを合算し、年額で限度額を設けます

＊「高額療養費」「高額介護サービス費」の
　請求をしていない人は請求をしてください

介護保険の自己負担額
月額で限度額が設けられています

「高額介護サービス費」

■問い合わせ先

▽国保医療課国民健康保険係　　 ☎（36）１３６３

▽国保医療課後期高齢者医療係 　☎（36）１３４８

▽介護保険課介護保険係　　　　 ☎（36）４８７７

（例）70歳以上の一般世帯での計算
＊1年間同じ医療保険に加入の場合

自己負担額 夫（78歳） 妻（77歳） 世帯合計額 世帯限度額 支給額

医療費 40万円 10万円 50万円
56万円 39万円

介護費 5万円 40万円 45万円

▽支給額＝医療費（50万円）+ 介護費（45万円）－ 56万円＝39万円

（例）70歳未満の一般世帯での計算
＊1年間同じ医療保険に加入の場合

自己負担額 夫（68歳） 妻（66歳） 世帯合計額 世帯限度額 支給額

医療費 40万円 10万円 50万円
67万円 28万円

介護費 5万円 40万円 45万円

▽支給額＝医療費（50万円）+ 介護費（45万円）－ 67万円＝28万円

●70歳未満の世帯限度額
医療保険 被用者保険 国民健康保険

一般   67万円

上位所得者＊１ 126万円

住民税非課税世帯   34万円

＊１　上位所得者とは、被用者保険（国民健康保険以外）の場合、
　標準報酬月額が53万円以上の人。国民健康保険の場合、保
　険税の算定基礎となる基礎控除後の総所得金額などが 
　600万円を超える世帯の人

●70歳以上の世帯限度額
医療保険 後期高齢者 

医療保険＊２ 被用者保険 国民健康保険

一般 56万円

現役並み所得者
（医療費３割負担の人） 67万円

低所得者＊３
Ⅱ 31万円

Ⅰ 19万円

＊２　75歳以上の人と、65歳以上で一定の障がいがある人
＊３　低所得者Ⅰは、住民税非課税世帯で世帯全員の所得が 

　0円（年金収入は80万円まで控除）の世帯の人。低所得者Ⅱ 
　は、それ以外の住民税非課税世帯の人

所得や年齢に応じて限度額が決まります
　
　自己負担額の合算額から自己負担限度額を差し引いて、500円
以上になる場合に限り高額医療・高額介護合算医療費が支給され
ます。

支給対象者へ通知を送付
　国民健康保険、後期高齢者医療保険に加入している人には、平
成24年１月以降に世帯主へ手続きの案内文書を送付します。た
だし、平成22年８月から平成23年７月までの間に、他の市町村
から転入した場合や、複数の医療保険（被用者保険、国民健康保
険、後期高齢者医療制度など）に加入していた場合は、送付でき
ないことがあります。
　案内文書が届いたら、国保医療課で支給申請をしてください。
申請には、健康保険証、介護保険証、印鑑、療養費の振込口座番
号の控えが必要です。被用者保険（国民健康保険、後期高齢者医
療保険以外）に加入している人は、それぞれの医療保険に問い合
わせをお願いします。
＊平成23年７月31日現在加入している医療保険者に申請してください

限度額は年額で計算
　８月１日から翌年７月31日までの分を計算します。所得区分
は７月31日に加入している医療保険の所得区分が適用されます。

加入の医療保険ごとに７月31日に世帯合算
　医療保険と介護保険の両方に自己負担額がある世帯が対象です

（食費や居住費、差額ベッド代などの保険外診療は合算の対象外）。
　70歳以上の人は、全ての自己負担額を合算の対象にできます
が、70歳未満の人は、同じ人が同じ月内に同じ医療機関（入院・
外来は別）に支払った自己負担額が１カ月21,000円以上の場合、
合算の対象となります。
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